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 わが国の人口は，1960 年の時点から 2010 年のピーク時までに約 3400 万人増加した 1）．
モータリゼーションの進展も相まって，国内の市街地はこの増加に対応するために郊外へ
と拡大してきた．現在では人口減少の局面に入り，今後 30 年間で約 2 割程度の人口減少が見





















































備計画策定への支援情報として有用であることを示す．具体的な目的は以下の 4 点である． 
（１） 衛星データを用いた透水面分布の空間的な連なりの広域分析手法の開発 
 広域の透水面分布の把握には衛星データの利用が望まれる．衛星データの特徴として，

























 都市域を対象とした透水面分布の把握には，空間分解能が 10m 以上から 100m 以下の中分解
能，かつ，複数の波長帯を持つ衛星データが利用されている 18)．本研究では大阪府全域を対象













































































 3 章では，2000 年 8 月 25 日観測の Landsat-7 ETM+データ（空間分解能 30m×30m）を採用し
た上で，透水面軸を抽出した．気象観測データを用いた検証では，AMeDAS（Automated 






た画像データである．みどりの分布図データは 2002 年 10 月 17 日および 2002 年 11 月 7 日に撮
影された航空写真を目視判読することにより作成されている．抽出結果の気温との検証は 3 章
と同様の AMeDAS データと大気汚染常時観測局データを使用した．5 章では，2000 年 8 月 25
日観測の Landsat-7 ETM+データと 2013 年 7 月 20 日観測の Landsat-8 OLI データ（いずれも空























 次の②～④は「透水面分布の空間的な連なりの抽出手法の開発（第 3 章）」に該当する． 
② 混合スペクトル分析を用いた透水面分布の推定：2000年 8月 25日観測のLandsat-7 ETM+
データを混合スペクトル分析に適用し，大阪府全域の透水面の分布状態を推定する． 
③ 透水面分布の空間的な連なりの抽出：Landsat-7 ETM+データから得られた透水面分布の













⑦と⑧は「植生分布の空間的な集積状態とその変遷の把握（第 5 章）」に該当する． 
⑦ 2 時期の衛星データを用いた植生分布変移軸の抽出：2 時期の衛星データから NDVI










 本論文は以下に示す 6 つの章から構成されている． 
 第 1 章では，本研究の背景と目的を整理し，研究の範囲および構成について記述した． 
第 2 章では，透水面分布の分析や空間的な連なりの抽出手法に関する研究の現状を述べ
るとともに，本研究の意義を述べた． 














＜ 植生分布の空間的な集積状態とその変遷の把握（第 5 章） ＞ 
＜  透水面分布の規模に応じた広域分析の検討（第 4 章）  ＞ 
＜ 透水面分布の空間的な連なりの抽出手法の開発（第 3 章） ＞ 
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 3.1 節では，3 章での対象領域と使用データについて述べた．広域的に透水面分布を把握
することから，対象領域を大阪府全域とした．使用データは，大阪府を含む約 185km 四方
を 1 シーンとして同時に観測できることから，2000 年 8 月 25 日観測の Landsat-7 ETM+デ
ータを採用した．前処理として，ERDAS IMAGINE8.6 の ATCOR3 を使用した大気補正処理を
実施し，DN 値を反射率に変換した後，幾何補正を行っている．本研究では Landsat-7 ETM+
データを幾何補正した際に生じた位置誤差の影響を除くために，注目する画素を中心とす
る周辺 3 画素×3 画素の値を平均化している． 
3.2 節では，混合スペクトル分析を用いた透水面分布の推定手法とその推定結果について








0.6m×0.6m）を目視判読した結果と比較した．その結果，Root Mean Square（以降，RMS と
呼ぶ）誤差 12.3%を得た． 
3.3 節では，透水面軸の抽出手法について述べた．衛星透水面率を基に距離パラメータ dを
135m～945m まで 90m ピッチで変化させながら，空間的自己相関分析を適用した．「負の空間的
自己相関あり」と判別された各距離パラメータ d の結果を層状に重ね合わせることで負の SSC



























 4.1 節では，4 章での対象領域と使用データについて述べた．対象領域は，大阪府が定め
た「ヒートアイランド優先対策地域」とした．使用データは，精緻な土地被覆データとして，
3 章で透水面軸の土地被覆状態の検証の際に使用したみどりの分布図データを採用した．気
象観測データは 3 章と同様に AMeDAS データと大気汚染常時観測局データを使用した． 
 4.2 節では，透水面分布の規模に応じた広域分析手法の考え方を述べた後に，規模別の透

























 第 5 章では，透水面のなかでも特に長期的なモニタリングが求められる植生面を対象と
した上で，都市整備の進捗と植生分布の空間的な分布状態の変遷との関係を広域的に把握
することを目指し，2000 年と 2013 年の観測時期の異なる衛星データから得た NDVI を基に
9 
2 時期での植生分布の集積状態と植生分布変移軸を比較した． 
5.1 節では，第 5 章での対象領域および対象データについて述べた．対象領域は中心市街
地の再開発や郊外のニュータウン型開発，高速道路の建設が進められている大阪府北部
（30km×25km）を選定した．対象データは 3 章で使用した 2000 年 8 月 25 日観測の Landsat-
7 ETM+データと 2013 年 7 月 20 日観測の Landsat-8 OLI データ（共に空間分解能 30m×30m）を
採用した．Landsat-8 OLI データは前処理として MODTRAN に基づいた大気補正処理を行った． 








































































約 1.5℃，早朝では約 2.0℃のクールスポット効果が確認されている．  
 静穏な夜間に緑地の冷気が周辺市街地に流出する現象を「にじみ出し現象」と呼ぶ．にじ
み出し現象については，超音波風速温度計による把握が試みられている 9），17）．にじみ出す









































































タリングが求められる植生分布を対象に，2000 年と 2013 年の観測時期の異なる衛星データ
















対象データには，大阪府を含む約 185km 四方を 1 シーンとして同時に観測された，Landsat 
ETM+データ（マルチスペクトル画像（可視～赤外バンド：空間分解能 30m×30m），2000 年
8 月 25 日観測，Path-Row：110-36）を採用した．3.2 節での衛星データを用いた大阪全域の
透水面分布の推定結果の検証には，QuickBird データ（パンシャープン画像（空間分解能


















本研究では，代表的な大気補正コードの MODTRAN に基づいた ERDAS IMAGIN8.6 の













「和歌山」を基準とし，衛星データと共通する GCP（Ground Control Point）を 50 点選定し
た上で，幾何補正を行った．さらに，本研究では幾何補正した際に生じた位置誤差の影響を



















反射率 Rb はこの画素を構成する各要素のエンドメンバーRb,i,とその面積占有率 Fi との積の
総和によって表現できる． 




     
 
 












































ため，ここでは R と Rp の行列に（1）と（1，1，1，1）の行を追加することより処理した．
これより R の次数は（7，1），Rpは（7，4）となる．4 つのエンドメンバーの占有率 F を求
めるために式（3.2.5）の正規方程式を用いた．RpT は Rpの転置行列を示す． 
 












画像の質の高い順に新成分を出力する方法である 39）．具体的には Landsat ETM+データに














から 4 バンドまではハイアルベド面が土壌面よりも高い反射率を示すものの，バンド 5 と
バンド 7 では土壌面の方が高い反射率を示した．これは本研究で設定した領域では，大規模
なコンクリート構造物が少なく，全てのバンドにおいて反射率の高いハイアルベド面のエ



























2000 年 8 月 25 日観測の Landsat ETM+データから算出した衛星透水面率の推定精度を検
証するために，テストエリアとして土地被覆が混在する寝屋川市高宮町を含む地域










10 0 20 km
100
0(%)
図-3.2.4 衛星透水面率の分布状況（Landsat ETM+データ） 
（a） 対象領域 
トゥルーカラー表示 






































































開発された手法である 40）．距離パラメータ d をもつ重み係数wij(d)は，式（ 3.3.1）に示すよ
うに 2 進的重み係数であり，領域内に含まれるか含まれないかに規定される重み係数である．
概念図を図-3.3.1 に示す．点 j が点 i の d 領域内に位置するときは 1，点 j が点 i の d 領域外
の場合は 0 の値とする．  




距離パラメータ d の重み係数 wij(d)をもつ局所的な空間的自己相関測度 Gi(d)は，点 i の d
領域内に位置する点の属性値 xj の合計値を全地域の点属性値 x の合計値で割る比率で，分
布パターンのローカルな空間的相関を量る非集計的統計量である．Gi(d)は式（3.3.2）で定義
される．なお，本研究での第 3 章では衛星透水面率を，第 4 章では透水面率を，第 5 章では
NDVI の値を点属性値 xjとして採用する． 























（a）正の相関 （b）相関なし （c）負の相関 
：i  ：j（衛星透水面率） d：距離パラメータ 




点 j が点 i の d 領域内のケース 














ただし，  j iji dwW ）（ ， ）（ 11  nxY j ji ， 2122 1 ij ji YnxY  ）（  




正の大きい zi(d)値は，点 i の d 領域内に位置する点 j の xjに大きい値が多く表われていること



















































３．３．２ SSC の作成とその活用方法について 
（１）SSC の作成方法について 




る．以下に SSC の作成方法について詳細を述べる．  





た画素の位置に 1 層目の仮想レイヤーを設定する． 
② 各距離パラメータ d での積み上げ 




































＜ 平面図 ＞ 











＜ 平面図 ＞ 











②各距離パラメータ d での積み上げ 
＜ 平面図 ＞ 

























3.3.2 項で述べた SSC の作成方法および透水面分布の空間的な連続箇所の抽出方法につい
て，3.3.3 項では具体的な作業手順を図-3.3.5 にまとめた上で，図に示した番号①～④に沿っ
て，以下に詳細を述べる． 
① 各距離パラメータ d での空間的自己相関分析の適用：本研究では，距離パラメータ d を
変更しながら，空間的自己相関分析を適用する．得られた結果から検定統計量 zi(d)を基
に有意水準を 10%で「正の空間的自己相関あり」と「空間的自己相関なし」，「負の空間
的自己相関あり」の 3 種類に分類する． 




パラメータ d までを適用範囲とする． 
③ SSC の作成：②より求められた適用範囲内で「負の空間的自己相関あり」と判別された
結果を層状に重ね合わせ，負の SSC を作成する． 
④ 透水面分布の空間的な連続箇所の抽出：③で作成した負の SSC に地形解析の 1 つであ
る水系網解析を応用し，谷線を抽出する．谷線を透水面分布の連続箇所と定義している． 








 距離パラメータ d の値を変化させながら空間的自己相関分析を適用し，適用結果の変遷
を調査した．ウィンドウ処理は奇数の画素数でウィンドウの直径が決定されることから，距
離パラメータ d の初期値を 3 画素×3 画素のウィンドウサイズと同等の 135m と設定した上
で，1 画素の大きさに相当する 90m ピッチで増加させていき，それぞれの検定統計量 zi(d)の
値を対象領域の全域にわたって計算した． 
 検定統計量 zi(d)を基に有意水準を 10%で「正の空間的自己相関あり」と「空間的自己相関
なし」，「負の空間的自己相関あり」の 3 種類に判別した．例えば，図-3.3.2（c）のように衛星
透水面率の低い画素が集積する地域では，「負の空間的自己相関あり」と判別される．距離パラ
メータ d ごとの判別結果を図-3.3.6 に示す．3 種類に判別した領域の面積占有率を距離パラ




 3 種類に判定した区分ごとの面積占有率について，最小の距離パラメータ dmin から隣り合う
距離パラメータ d ごとに面積占有率の差分を求め，面積占有率の変化量として図-3.3.8 のよ
うに整理した．図-3.3.8 からは距離パラメータ d の増加とともに面積占有率の変化量が収束
する傾向が確認できる．本研究での空間的自己相関分析は隣り合う画素間での関連性を調
査するウィンドウ処理の考えを利用しており，距離パラメータ d が増加するたびに処理後








各距離パラメータ d での空間的自己相関分析の適用 ① 
分析結果に基づいた距離パラメータ d の範囲の決定 ② 





   
図-3.3.6 各距離パラメータ dにおける分析結果（その 1） 





































:正の空間的自己相関あり :負の空間的自己相関あり :空間的自己相関なし 
:正の空間的自己相関あり :負の空間的自己相関あり :空間的自己相関なし 
30 
 （４）正の SSC の作成 
 最大の距離パラメータ dmaxの 945m から最小の距離パラメータ dminの 135m まで，距離パラメ
ータ dを変化させながら「負の空間的自己相関あり」の結果を重ね合わせることで，負の SSC
を作成した．作成した SSC をグラデーションで表示すると図-3.3.9（a）ようになる．赤色ほ
ど層数が高いことを表している．図-3.3.9（b）の 2000 年 8 月 25 日観測の LandsatETM+デー




 表-3.3.1 に，オーバーハング箇所の全域に対する割合の変遷を整理した．SSC の適用範囲














































































布の連続箇所を抽出した．図-3.3.13 に集水面積 0.81km2（100 画素）を用いた透水面分布の
連続箇所の抽出結果を示す．得られた結果は淀川や大和川などの河川周辺を中心に，大阪府
全域で分布していることが確認できる． 
図-3.3.9 SSC の分布状況 
（a）SSC の作成結果 （b）LandsatETM+データ 








135-225 0.35 585-675 0.34 
225-315 0.39 675-765 0.38 
315-405 0.37 765-855 0.34 
405-495 0.37 855-945 0.25 











（b）集水面積 1.62km2（200 画素） （a）集水面積 8.1km2（1000 画素） 
図-3.3.11 最上層での谷線の一例 















































































2km）を参考に，2km 以上の透水面軸のみを抽出している．  
（２）透水面軸の抽出 
 (1)のように設定した定義から透水面軸を抽出した．結果を図-3.3.14 に示す．結果とし







（a）集水面積 0.91km2（100 画素） （b）LandsatETM+データ 
トゥルーカラー表示 
（R:Band3 , G:Band2 , B:band1） 
：透水面分布の連続箇所 












10 0 20 km 
35 
３．４ 透水面軸の近傍と遠方との土地被覆状態の比較 










面と設定し，透水面のあり・なしの 2 値化画像（空間分解能 1m×1m）を作成した．図-3.4.1











 図-3.4.3 に透水面軸ごとの軸上透水面率と比較用透水面率の関係性を距離パラメータ dごとに
整理した．散布図中の点線は 45 度を表す線である．点線より右下側は，比較用透水面率より軸上
透水面率が高いことを意味し，左上側では軸上透水面率の方が低いことを表している．軸上透水面
率の距離パラメータ dを最大の距離パラメータ dmaxの 945mから狭めていくと，点線より右側へ
と点群が移動する傾向が確認できる．軸上透水面率の算出範囲を軸近傍へと狭めることで，比較
用透水面率と比べて軸上透水面率が高い値を得ていることがわかる． 
（a）2 値化画像 （b）透水面率の分布状況 （c）Landsat ETM+データ
トゥルーカラー表示 




図-3.4.3 軸上透水面率と比較透水面率の散布図（その 1） 
：透水面軸 










































































































































































































































 本研究で使用する気象観測データは AMeDAS データと大気汚染常時監視測定局の一般局
のデータである．両データの特徴を以下に記す． 
ａ）AMeDAS データ 
 AMeDAS（Automated Meteorological Data Acquisition System）とは，気象庁の「地域気象観測
システム」の通称であり，大雨や突風，大雪などの気象状況をきめ細かく迅速に把握するた
めに開発された．主に降水量と気温，日照時間，風向，風速の 5 要素を 1 時間毎に観測して













 1998 年から 2002 年の 8 月の AMeDAS データを用いて，典型的な 8 月の晴天日（以降，
晴天日）を以下の条件で選定した．AMeDAS の設置状況を図-3.5.1 に示す．選定の条件は①
枚方と大阪，生駒山，堺の観測局における 1 日あたりの日照時間が 8 時間以上，かつ，②枚
方と豊中，大阪，生駒山，堺における 1 日あたりの降水量が 1mm 未満の場合である．なお，
豊中では日照時間を観測していないため，①の条件から除いている．①と②の条件により晴
天日として 31 日を選定した． 
選定した晴天日を基に大気汚染常時監視測定局の一般局の気温と風速，風向データを整
備した．整備した全 18 局の立地状況を図-3.5.2 に示す．本研究では，室外機や冷却塔など気






















：透水面軸 ：観測局 ：検証領域 
10 0 20 km 
10 0 20 km 
41 
表日とした．その結果，代表日として 1999 年 8 月 28 日と 2001 年 8 月 23 日，2002 年 8 月
30 日の 3 日間を選定した． 
最後に，風の穏やかな夜間に透水面の周辺地域に対する冷却効果が顕著に見られるとの
指摘から，検証で対象となる時間帯を選定した 9) ,17)．具体的には，AMeDAS の枚方と豊中，
大阪，八尾，堺で観測された 1 時間あたりの風速データを用いて，5 カ所の観測所の平均値
を算出し，平均値が 2m/s 以下の場合を風の穏やかな時間帯として採用した．その結果，代




 各観測局から透水面軸までの最短距離を算出し，午前 4 時の気温との関係を図-3.5.3 のよ
うに整理した．横軸に観測局から透水面軸までの最短距離（m），縦軸に全 18 局の夜間代表













いても検証した．なお，AMeDAS データを含めた場合は 53 点，AMeDAS データを除いた






















SSC の距離パラメータ d を基に変化させる．表-3.5.1 に調査範囲とデータ数の関係を示す．
具体的には 3.4 節・式（3.4.1）においてݔin，sin2 および nin を調査範囲内の気温データ，ݔout，
sout2および noutを調査範囲外の気温データとし，調査範囲を変化させながらすべての透水面軸
で調査範囲内にある観測局の気温データと調査範囲外の気温データとで平均値を検定統計
量 t0より比較した．ただし，図-3.5.4 との対応を考慮し，検定統計量 t0が正側に振れれば調
査範囲内に含まれる気温データの方が低い値を示すように式（3.4.1）を変形している． 

















：透水面軸 ：観測局 ～ ：各調査範囲 (dmin ～ dmax) 
dmax
945 855 765 675 585 495 405 315 225 135
調査範囲内 42 42 42 36 30 21 15 9 9 6
調査範囲外 11 11 11 17 23 32 38 44 44 47
調査範囲内 38 38 38 32 26 21 15 9 9 6












































た画像データである． 2002 年 10 月 17 日と 2002 年 11 月 7 日に撮影された航空写真を目視




km 0 20 10 
45 
(a) 樹林 (b) 草地 
(c) 農地 
(d) 裸地 (e) 水面 
図-4.1.2 対象データの対象領域内での分布状況 































適用時の集水面積は 3 章の衛星データを用いた場合と同様の 135m～945m と 0.81km2 と設
定している．結果を図-4.2.4 に示す．図-4.2.4（a）と（b），（c），（d）では河川や郊外部から
都市部に向けて，SSC の起伏に富んだ層数の分布となっていることがわかる．その一方で，
（e）75ha 以上では，黄緑から黄色で示される SSC の 4 層目や 5 層目を示す箇所が（a）か
ら（d）までの区分に比べて，全体的に減少していることが確認できる．透水面軸について







（b）2ha 以上 （a）0.25ha 以上 
（d）10ha 以上 
：透水面なし：透水面あり 
図-4.2.1 規模ごとの透水面分布データ（その 1） 
0 20 km 10 
48 
（e）75ha 以上 
図-4.2.1 規模ごとの透水面分布データ（その 2） 
：透水面なし：透水面あり 0 20 km 10 
（b）2ha 以上 （a）0.25ha 以上 
図-4.2.2 規模別の透水面率の分布状況（その 1） 








（c）4ha 以上 （d）10ha 以上 
（e）75ha 以上 0 20 km 10 
























（a）0.25ha 以上 （b）2ha 以上 
（c）4ha 以上 （d）10ha 以上 
図-4.2.4 規模ごとの負の SSC と透水面軸（その 1） 







































 結果を図-4.3.2 に示す．図-4.3.2 では横軸に軸上透水面率の算出範囲，縦軸は軸上透水面
率と比較用透水面率の差を検定統計量で表している．検定統計量が正側に振れると，軸上透
水面率の平均値が比較用透水面率より高いことを意味する．軸上透水面率の算出範囲が
315m から 855m の範囲では，すべての透水面軸で有意水準 5%を越える結果を示した．得ら
れた透水面軸がその直下の土地被覆状態だけではなく，空間的な透水面の連なりが認めら
れた軸周辺の範囲において抽出されていることを示唆した結果とも解釈できる．その一方









図-4.2.4 規模ごとの負の SSC と透水面軸（その 2） 
0 20 km 10 
53 
ら，2ha 以上と 0.25ha 以上の区分では算出範囲 225m 以下から検定統計量が減少する傾向が
確認できる．算出範囲を絞り込むことで，軸上透水面率のデータ数が減少することにより，
統計的に不安定な結果を示したと推測される．さらに，75ha 以上の透水面分布を対象とし

























































に次の基準より整備した．ここでは，図-4.3.3 の対象領域周辺部を含む 20 局の気温データ
を使用している． 
はじめに，「みどりの分布図」の基となる航空写真の撮影時期を参考に，対象の期間を 2001
年から 2003 年とした上で，8 月の典型的な晴天日を選定した．選定の条件としては，まず
AMeDAS 観測局のデータを取り上げ（i）枚方と大阪，八尾，堺の観測局における 1 日あた
りの日照時間が 8 時間以上，かつ，（ii）枚方と豊中，大阪，八尾，堺における 1 日あたりの
降水量が 1mm 未満の場合である．なお，豊中では日照時間を観測していないため，（i）の
条件から除いている．（i）と（ii）の条件により晴天日として 32 日を選定した． 
長期的に地表面が蓄熱状態にある場合を避けるために，枚方と豊中，大阪，八尾，堺にお
いて晴天日の前日に 1mm 以上の降水量が確認された日を代表日とした．その結果，代表日
として 2001 年 8 月 23 日と 2002 年 8 月 30 日，2003 年 8 月 10 日の 3 日間が選定された． 
最後に，AMeDAS の枚方と豊中，大阪，八尾，堺で観測された 1 時間あたりの風速デー
タを用いて，5 カ所の観測所の平均値を算出し，平均値が 2m/s 以下の場合を風の穏やかな
時間帯として採用した．その結果，代表日の翌午前 5 時（午前 4 時から午前 5 時まで）で条
件を満たした．以上のことから，透水面軸の検証には，図-4.3.3 の気象観測局で観測された


















られた．そこで，本研究では比較範囲を dmax から 2dmax の範囲に限定した上で，調査範囲を










その一方で，0.25ha 以上から 4ha 以上まで，および，75ha 以上の透水面を対象とした結
果では，検定統計量が負の値を示す傾向が確認できる．特に，2ha 以上と 4ha 以上では，負
で有意な結果を示した．図-4.2.4 での結果を基に，2ha 以上および 4ha 以上の区分での透水

































































945 855 765 675 585 495 405 315 225 135
調査範囲 35 31 28 25 20 11 9 9 6 6
比較範囲 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14
調査範囲 38 32 29 27 21 17 3 3 3 3
比較範囲 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
調査範囲 27 24 21 21 16 13 6 6 6 3
比較範囲 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22
調査範囲 30 30 21 18 15 9 6 6 6 4
比較範囲 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13
調査範囲 28 28 28 24 18 15 12 9 6 0

















低くなる傾向を得ていることから，4ha 以上から 10ha 以下の範囲に，透水面分布と夜間気
温との関係が変わるような透水面の規模の下限値の存在する可能性がある．そこで，本研究
では，透水面の区分設定を，より詳細に 5ha 以上，6ha 以上，7ha 以上，8ha 以上，および，
9ha 以上の規模と設定し，透水面軸を抽出し，どの規模を基準とした段階で透水面軸周辺に
有意な気温差が見られるのかを調査した．各区分での透水面率の分布状況を図-4.3.7に示す．





5ha 以上と 6ha 以上の区分では，全ての調査範囲で検定統計量が負側に有意な結果を示
すことがわかる．その一方で，基準とする透水面の規模が大きくなるにつれて透水面軸近傍
において，検定統計量が増加する傾向が確認できる．7ha 以上では検定統計量が調査範囲


























（a）5ha 以上 （b）6ha 以上 
0 20 km 10 
















（e）9ha 以上 0 20 km 10 



















図-4.3.8 詳細な規模別の負の SSC と透水面軸（その 1） 
0 20 km 10 
（b）6ha 以上 
60 



























理した．図-4.3.10 では 5ha 以上と 6ha 以上，7ha 以上と 8ha 以上，9ha 以上と 10ha 以上で同
様な傾向が示されており，3 つのグループが形成されていることがわかる．この透水面の規
















































945 855 765 675 585 495 405 315 225 135
調査範囲 27 20 20 20 15 6 6 6 6 3
比較範囲 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21
調査範囲 35 31 31 31 27 18 12 12 6 6
比較範囲 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16
調査範囲 37 31 24 20 15 15 9 9 6 3
比較範囲 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14
調査範囲 30 30 23 23 20 20 17 14 9 6
比較範囲 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16
調査範囲 27 27 24 24 21 15 11 11 5 3








































対象データは 3 章で使用した 2000 年 8 月 25 日観測の Landsat-7 ETM+データと 2013 年 7
月 20 日観測の Landsat-8 OLI データ（共に空間分解能 30m×30m）を採用した．Landsat-8 OLI デ
ータは前処理として MODTRAN に基づいた大気補正処理を行っている．Landsat-8 OLI データの
大気補正は表-5.1.1 のように設定した上で実施している．図-5.1.2 に対象領域おける 2000 年











 Landsat-8 OLI 














 第 5 章では透水面のなかでも特に開発等の影響を受けやすく長期的なモニタリングが求
められる植生面を対象とする．都市整備の進捗と植生の空間的な分布状態の変遷との関係
を広域的に把握することを目指し，2000 年と 2013 年の観測時期の異なる衛星データから得
た植生分布データを基に 2 時期での植生分布の集積状態と植生分布変移軸を比較した．本
研究では，植生被覆量を代替する指標として衛星データから得られた NDVI（Normalized 












0 10 km5 
（a）2000 年 8 月 25 日観測 
Landsat-7 ETM+データ 
トゥルーカラー表示 
（R:Band3 , G:Band2 , B:band1） 
（b）2013 年 7 月 20 日観測 
Landsat-8 OLI データ 
トゥルーカラー表示 
（R:Band4 , G:Band3 , B:band2） 
（c）2000 年 8 月 25 日観測
Landsat-7 ETM+データ 
フォールスカラー表示 
（R:Band4 , G:Band3 , B:band2）
（d）2013 年 7 月 20 日観測 
Landsat-8 OLI データ 
フォールスカラー 
（R:Band5 , G:Band4 , B:band3） 
図-5.1.2 対象領域における 2 時期の衛星データ
65 
一方で，衛星画像から得られた NDVI は植生被覆量と強い相関があることが知られてお
り，広範囲からの緑被率の推定に採用されている 24) ,45) ,46)．NDVI は衛星データの画素単位
で計算されることになるが，その画素値は必ずしも観測したセンサの空間分解能で規定さ
れる地上での大きさを代表した値とはならないとの指摘がある 24)．そこで，本研究では 2001
年 10 月 3 日に観測された IKONOS 画像（空間分解能:4m×4m）を目視判読することにより
作成した植生被覆率データと Landsat-7 ETM+データから算出した NDVI とを空間分解能を
変化させながら比較し，最も相関係数が高い値を示した 60m×60m を NDVI の空間分解能





 本研究では，開発した分析手法に衛星データから算出した NDVI を適用することで植生
分布の空間的な分布状況を把握する．具体的には，3 章および 4 章と同様に，ローカルな空
間的自己相関分析である G 統計量を応用したアプローチから SSC を作成する．NDVI を分




性値 xj は正の値を対象とすることから，ここでは対象領域内の全ての画素の NDVI をオフ
セット（+1）し，NDVI を 0 以上 2 以下の値に変更した上で G 統計量を算出している． 
（２）植生分布を対象とした SSC の考え方 
本研究では「正の空間的自己相関あり」と「負の空間的自己相関あり」の場合のそれぞれ
で SSC を作成する．図-5.2.1 に SSC の概念図を示す．図-5.2.1（i）の（a）点は，その画素を
中心に近傍から遠方まで NDVI の高い画素が集積している地域を表している．このような













距離パラメータ d ごとの判別結果を，図-5.2.2 と図-5.2.3 に 2 時期ごとに整理した．判別し







図-5.2.2 2000 年の各距離パラメータにおける判定結果（その 1） 
（2）d=150m （3）d=210m （1）d=90m 
（7）d=450m （8）d=510m （9）d=570m 
（5）d=330m （6）d=390m （4）d=270m 
：正の空間的自己相関あり  ：負の空間的自己相関あり  ：空間的自己相関なし  





図-5.2.2 2000 年の各距離パラメータにおける判定結果（その 2） 
（14）d=870m （15）d=930m （13）d=810m
図-5.2.3 2013 年の各距離パラメータにおける判定結果（その 1） 
（2）d=150m （3）d=210m （1）d=90m 
（5）d=330m （6）d=390m （4）d=270m 
：正の空間的自己相関あり  ：負の空間的自己相関あり  ：空間的自己相関なし  
：正の空間的自己相関あり  ：負の空間的自己相関あり  ：空間的自己相関なし  
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図-5.2.3 2013 年の各距離パラメータにおける判定結果（その 2） 
（7）d=450m （8）d=510m （9）d=570m 
（14）d=870m （15）d=930m （13）d=810m 
（11）d=690m （12）d=750m （10）d=630m 
（20）d=1230m （21）d=1290m （19）d=1170m 





図-5.2.3 2013 年の各距離パラメータにおける判定結果（その 3） 
（20）d=1230m （21）d=1290m （19）d=1170m 
（23）d=1410m （24）d=1470m （22）=1350m 
（27）d=1650m 
（28）d=1710m 





図-5.2.4 距離パラメータ dと面積占有率 
（a） 2000 年の場合 
（b） 2013 年の場合 



















































図-5.2.5 距離パラメータ dと面積占有率の変化量の関係 
（a） 2000 年の場合 




















































2013 年では 1710m で判別結果が収束する傾向を示した．本研究では 2 時期での変遷を調査
することから，2 時期を通じて最大の距離パラメータである d＝1710m を SSC の層を積み上
げる基準面として，2 時期共通で採用した．結果として，2000 年の SSC については，1050m
～1710m までは各層の形状に変化がなく，垂直に重なっていることになる 47)． 
５．２．３ 植生分布変移軸の選定 
正・負の SSC はその層数の高低によって地形図のように植生分布の連なり度合いを表現
したものとみなすことができる．そこで SSC に水系網解析（Hydrology Modeling）を応用す
ることで植生分布の空間的な連なりを抽出した．正の SSC では尾根線を抽出した．図-5.2.1





箇所と少ない箇所の間での連なりの抽出を前提に，正の SSC での尾根線と負の SSC での谷






根線と谷線を抽出する値として採用した．2000 年の正の SSC から得られる尾根線は
1.314km2（365 画素），負の SSC から得られる谷線は 1.98km2（550 画素），2013 年の尾根線




2000 年と 2013 年の NDVI の算出結果を図-5.3.1 に，SSC の作成結果を図-5.3.2 に示す．2
時期の NDVI を比較すると 2013 年の方が山岳部の一部や都市域で NDVI の低い値を示す傾
向が確認できる．正と負の SSC の総面積を 2 時期で比較したところ，正の SSC の総面積は
約 30%減少し，負の SSC の総面積は約 20%増加していた．SSC の層数の分布状態の変化を
把握するために，SSC の各層の占める面積の構成比を図-5.3.3 の累積相対度数で比較した．
図-5.3.3（a）の正の SSC においては，2000 年と比べて 2013 年では最下層の調査範囲が 1710m 
と広がっているとともに，下層部分の割合が増加することがわかる．正の SSC の層数の低
い箇所は調査範囲の広い場合にのみ正の空間的自己相関ありと判定される地域である．正
の SSC の推移を図-5.3.2 で確認すると，正の SSC そのものの面積は減少しているなかで，
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（a） 2000 年 












0 10 km 5 
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（a） 2000 年 
（b） 2013 年 
図-5.3.2 SSC と植生分布変移軸 
SSC の層数
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し，低い NDVI の分布と植生の存在量との空間的な関連性については今後の課題とする． 
（２）植生分布変移軸の変遷の分析 
本研究では，植生分布変移軸の近傍と遠方の NDVI の平均値を統計的に比較することで，
植生分布の空間的な連なりの変遷について分析した．3.4 節と 4.3.1 項と同様に土地被覆状
態の検証を行う．ここでは，図-5.3.5 のように 2000 年および 2013 年の植生分布変移軸のそ
れぞれから調査範囲（距離パラメータ d までの範囲）を検証範囲と設定した．なお，5 章で
は 3.4 節と 4.3.1 項とは異なり，調査範囲 d から最大の調査範囲 dmax までの範囲を比較範囲
としている．dmax から d を狭めながら各範囲における 2000 年および 2013 年の NDVI の平均
値を算出した．検証には Welch 法に基づく 2 標本の差を利用した検定の考えを用いており，
帰無仮説を「軸の近傍とそれ以外とでは NDVI の平均値に差はない」とした上で，検証範囲











準 5%で有意な結果が得られた．図-5.3.6（b）では実線で 2013 年現在での検証結果を示して
いる．図-5.3.6（b）の実線では有意水準 5%で 1290m 以下の検証範囲で正側に有意な結果が
得られる傾向がみられる． 
図-5.3.7 に負の植生分布変移軸の検証結果を示す．図-5.3.7（a）の破線での 2000 年で負の
植生分布変移軸として抽出された箇所での検証結果は，すべての検証範囲で正側の有意水





（a） 2000 年 
（b） 2013 年 
図-5.3.4 SSC と植生分布変移軸 
0 10 km 5 
SSC の層数 



























































































結果となった．これらの空間的な特徴を有する箇所に対して 2 時期の NDVI を用いた検証
結果を比較することで，抽出箇所の周辺の植生分布の連なりの変遷を調査する．考え方を図
-5.3.8 に示す．図-5.3.8 のオレンジ色で示す 2000 年の植生分布変移軸では，前項にて検証範
囲と比較範囲に含まれる 2000 年の NDVI を比較することで植生分布変移軸の抽出手法の適
用性を検証したこととなる．そこで，次に同位置の 2013 年の NDVI を使用し，同様に検証
する．2000 年と 2013 年の検証結果を比較することで，2000 年に抽出された植生分布変移
軸の周辺の土地被覆状態がどのように変化したかを明らかにする．同様に，図-5.3.8 の青色







































































2000 年の NDVI 2013 年の NDVI 有意水準 5%
図-5.3.7 負の植生分布変移軸の検証結果 
81 
もに，2000 年の NDVI を使用することで 2013 年の植生分布変移軸の周辺の土地被覆が過去
ではどのような状態であったかを調査することになる． 
図-5.3.6（a）の実線は 2000 年の正の植生分布変移軸周辺での 2013 年の NDVI の分布状態
を示している．図-5.3.6（a）から 2000 年の正の植生分布変移軸の周辺で，2000 年と 2013 年
の NDVI で同様の傾向を示すことが確認できる．2000 年の NDVI より抽出された正の植生
分布変移軸は，2013 年においても抽出箇所の周辺に NDVI の高い画素が集まる傾向を維持
していることが推測される．図-5.3.6（b）の破線で示した 2013 年の正の植生分布変移軸周
辺での 2000 年の NDVI の分析結果では，検定統計量の値が正側で有意な結果を得られなか
った．図-5.3.2 の正の SSC の変遷を考慮すると，2013 年の正の植生分布変移軸の周辺は，
2000 年の段階では近傍に限らず，広い範囲で NDVI の高い値を示す地域であったことが推
測される．つまり，2013 年の正の植生分布変移軸は 2000 年から 2013 年の間に抽出箇所の
近傍と遠方との NDVI の差が大きくなることによって植生分布変移軸として抽出されたこ
とが考えられる． 
図-5.3.7（a）の 2000 年の負の植生分布変移軸では 2000 年と 2013 年ともに，抽出箇所の
周辺に NDVI の高い画素が集まる傾向を確認できる．図-5.3.7（b）の 2013 年に負の植生分
布変移軸として抽出された箇所においては，2000 年の NDVI で 1050m 以下の検証範囲とし
た場合に有意水準 5%を上回る結果を示した．2013 年での負の植生分布変移軸の周辺では




対象領域において，2000 年から 2013 年に移り変わることで，正の植生分布変移軸は平野
部から山岳部に移動し，負の植生分布変移軸は河川敷を中心に都市部で広く分布する傾向
がみられた．正・負の SSC の変遷と併せて考えると，2000 年から 2013 年にかけて，植生被
覆量の多い箇所が集まる領域が分断されてきた可能性がある．そこで本研究では，植生分布
変移軸の変化の特性を把握するために，まとまりのある植生分布を植生群として試験的に










年 10 月 17 日および 2000 年 11 月 17 日撮影の航空写真の目視判読により作成した「みどり
の分布図」（空間分解能：1m×1m）における植生面を参照用のデータとした上で，テストエ
リアにおける 2000 年の衛星データのフォールスカラー画像を基に植生群の領域を確定させ
た．2013 年の場合も同様に｢みどりの分布図｣での植生面や 2013 年観測の衛星データを参考
に，植生群の領域を確定させた．図-5.3.9 に確定した植生群のエリアの例を示す．植生群の











植生 植生以外 植生 植生以外
植生 91.2 15.1 植生 84.0 15.3




































象領域全体では 2000 年から 2013 年に移り変わることで，0.004km2 から 0.02km2 程度の植生
群が減少する傾向が推測される．その一方で，図-5.3.11（b）の正の植生分布変移軸から 330m
の範囲での植生群の構成は，対象領域の全体での傾向よりも大きな，0.04km2 から 0.2km2 程





0.004km2 から 0.01km2 の範囲では対象領域全体でみられる傾向と同様の変化を示すものの，


































































2000 年 8 月 25 日観測の Landsat ETM+データに最小二乗法の考えを基とした混合スペク
トル分析を適用し，大阪府全域の透水面分布を衛星透水面率として推定した．土地被覆状態
が混在した寝屋川市の一部地域を検証領域と設定し，その領域の QuickBird データを目視判







せることで負の SSC を作成した．負の SSC は透水面率の低い画素の空間的な集積度を表し
たものとなる．対象領域の負の SSC の層数が 8 層以上の高い値を示す箇所は，大阪府の中
心部を含む広い範囲で分布し，層数が 2 層以下の比較的低い値を示す箇所は，淀川などの河
川や山岳部近傍といった大規模な透水面の周辺で分布する傾向がみられた． 
 負の SSC を地形データのように扱うことで得た谷部分は，透水面が分布する可能性の高い
領域が，透水面の少ない領域の近傍に迫るように分布する箇所であり，結果として層数の高い領
域に向けて透水面が連なって分布する傾向にある箇所とみなせる．そこで，水系網解析を応用す















































 観測時期の異なる 2 時期の衛星データから算出した NDVI に開発した分析手法を適用し，
植生分布の空間的な集積の度合いを表す SSC を作成した．SSC を基に水系網解析を応用す
ることで植生被覆量の多い箇所から少ない箇所へと植生分布が空間的に連なる箇所を植生
分布変移軸として定義し，抽出した．SSC の 2 時期での推移を確認すると，空間的自己相関
分析において「空間的自己相関なし」に区分される，植生分布がまばらに存在するような箇













3 章では，衛星データを用いて透水面の分布状態を推定した．推定は Landsat ETM+デー












METROS（Metropolitan Environmental Temperature and Rainfall Observation System：首都圏環境
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